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地
⽅
か
ら
の
提
案
に
対
す
る
回
答

〜
無
⼈
航
空
機
（
ド
ロ
ー
ン
）
に
つ
い
て
〜

平
成
29
年
８
⽉
７
⽇

国
⼟
交
通
省

航
空
局
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無
⼈
航
空
機
の
安
全
対
策

背
景

■
昨
今
、無

⼈
航
空
機
が
急
速
に
普
及
して
お
り、
撮
影
や
農
薬
散
布
、イ
ンフ
ラ点

検
な
どの
分
野
で
利
⽤
が
広
が
って
い
る
。

■
今
後
、様

々
な
分
野
で
活
⽤
され
る
こと
で
、新

た
な
産
業
・サ
ー
ビス
の
創
出
や
国
⺠
⽣
活
の
利
便
や
質
の
向
上
に
資
す
る
こと
が
期
待
され
る
。

■
⼀
⽅
、落

下
事
案
が
発
⽣
す
る
な
ど、
安
全
⾯
に
お
け
る
課
題
に
直
⾯
。

（
１
）
無
⼈
航
空
機

※
の
⾶
⾏
に
あ
た
り許

可
を
必
要
とす
る
空
域

（
２
）
無
⼈
航
空
機
の
⾶
⾏
の
⽅
法

以
下
の
空
域
に
お
い
て
は
、国

⼟
交
通
⼤
⾂
の
許
可
※
を
受
け
な
け
れ
ば
、無

⼈
航
空
機
を
⾶
⾏
させ
て
は
な
らな
い
こと
とす
る
。

※
安
全
確
保
の
体
制
を
とっ
た
事
業
者
等
に
対
し、
⾶
⾏
を
許
可

〇
空
港
周
辺
な
ど、
航
空
機
の
航
⾏
の
安
全
に
影
響
を
及
ぼ
す
お
それ

が
あ
る
空
域
【下
図
Ａ
、Ｂ

】
〇

⼈
⼜
は
家
屋
の
密
集
して
い
る
地
域
の
上
空
【下
図
Ｃ
】

無
⼈
航
空
機
を
⾶
⾏
させ
る
際
は
、国

⼟
交
通
⼤
⾂
の
承
認
※
を
受
け

た
場
合
を
除
い
て
、以

下
の
⽅
法
に
よ
り⾶

⾏
させ
な
け
れ
ば
な
らな
い
こと

とす
る
。
※
安
全
確
保
の
体
制
を
とる
等
の
場
合
、よ
り柔

軟
な
⾶
⾏
を
承
認

〇
⽇
中
に
お
い
て
⾶
⾏
させ
る
こと

〇
周
囲
の
状
況
を
⽬
視
に
よ
り常

時
監
視
す
る
こと

〇
⼈
⼜
は
物
件
との
間
に
距
離
（
３
０
ｍ
）
を
保
って
⾶
⾏
させ

る
こと

等

改
正
航
空
法
の
概
要

※
⾶
⾏
機
、回

転
翼
航
空
機
等
で
あ
って
⼈
が
乗
る
こと
が
で
き
な
い
も
の
の
うち
、遠

隔
操
作
⼜
は
⾃
動
操
縦
に
より
⾶
⾏
させ
る
こと
が
で
き
る
も
の
（
超
軽
量
の
も
の
な
どを
除
く）

1

無
⼈
航
空
機
を
⾶
⾏
させ
る
空
域
及
び
⾶
⾏
の
⽅
法
等
に
つ
い
て
基
本
的
な
ル
ー
ル
を
定
め
る
た
め
、平

成
27
年
に
航
空
法
を
改
正
（
同
年
12
⽉
に
施
⾏
）
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改
正
航
空
法
の
運
⽤
状
況

33
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00

空
港

等
周

辺
１

５
０
m

以
上

DI
D

夜
間

目
視

外
３

０
m

以
内

催
し

危
険

物
輸

送
物

件
投

下

項
⽬
別
許
可
承
認
状
況

（
平
成
28
年
度
）

⽬
的
別
許
可
承
認
状
況

（
平
成
28
年
度
）

○
平
成
28
年
度
(平
成
28
年
4⽉

1⽇
か
ら平

成
29
年
3⽉

31
⽇
ま
で
）
に
は
、1
1,
27
2件

の
許

可
・承
認
を
⾏
った
。

○
許
可
等
に
当
た
って
は
、許

可
・承
認
審
査
要
領

等
に
基
づ
き
機
体
・操
縦
者
・運
航
管
理
体
制
等

に
つ
い
て
審
査
し、
地
上
の
⼈
及
び
物
件
等
の
安

全
が
損
な
わ
れ
る
お
それ

が
な
い
こと
を
確
認
して

い
る
。

○
許
可
等
を
⾏
った
も
の
は
、⼈

⼝
集
中
地
区

(D
ID
)上
空
で
の
⾶
⾏
等
に
係
る
も
の
や
空
撮
等

を
⽬
的
とす
る
も
の
が
多
数
を
占
め
て
い
る
。

※
た
だ
し、
許
可
等
に
当
た
って
は
、原

則
とし
て
第
三
者
上
空
を
避

け
て
⾶
⾏
させ
る
こと
を求

め
て
お
り、
現
在
ま
で
の
とこ
ろ
、第

三
者
上
空
の
⾶
⾏
の
許
可
等
を
⾏
った
事
例
は
な
い
。

○
保
険
加
⼊
の
浸
透
に
⾒
られ
る
よ
うに
、操

縦
者

等
の
安
全
意
識
も
向
上
して
い
る
と考

え
られ
る
。

加
⼊

95
.2
%

未
加
⼊

4.
6%

不
明

0.
2%

保
険
加
⼊
状
況

（
平
成
28
年
度
）

※
本
省
受
付
分

2
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無
⼈
航
空
機
の
⾶
⾏
情
報
の
共
有

3

求
め
る
措
置
①

⼤
⾂
承
認
に
関
して
は
、現

場
の
実
情
を
把
握
して
い
る
⾶
⾏
区
域
とな
る
当
該
市
町

村
に
対
し、
同
承
認
に
関
す
る
情
報
を
共
有
す
る
こと
とす
る
。

回
答

○
航
空
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、許

可
・承
認
に
関
す
る
情
報
を
公
表
して
い
る
。

（
例
）

○
加
え
て
、個

々
の
⾶
⾏
の
よ
り詳

細
な
⾶
⾏
経
路
や

⾶
⾏
⽇
時
等
の
無
⼈
航
空
機
の
⾶
⾏
情
報
を
、関

係
者
間
で
共
有
で
き
る
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
、平

成
30
年
度
中
の
導
⼊
に
向
け
て
検
討
中
で
あ
る
。

（
⾶
⾏
情
報
共
有
シ
ス
テ
ム
の
イメ
ー
ジ
）

機
体

情
報

飛
行

プ
ラ

ン

飛
行

時
刻

8
:0

0
～

9
:0

0
高

度
5
0
m

機
体

D
ro

n
e
 A

飛
行

モ
ー

ド
自

動
操

縦
メ

ー
カ

ー
A

B
C

製
造

番
号

1
2
3
4
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地
⽅
公
共
団
体
に
よ
る
無
⼈
航
空
機
の
⾶
⾏
の
制
限
等

4

求
め
る
措
置
②

⼤
⾂
承
認
を
受
け
た
無
⼈
航
空
機
の
⾶
⾏
で
あ
って
も
、観

光
客
や
観
光
資
産
に
対
して
著
しく
影
響
を
及
ぼ
す
こと

が
明
⽩
で
あ
る
悪
質
な
⾶
⾏
を
確
認
した
場
合
に
は
、当

該
市
町
村
か
ら現

場
で
の
⾶
⾏
⽅
法
の
注
意
や
中
⽌
を
求

め
る
こと
が
可
能
とな
る
よ
うに
す
る
。

回
答

○
夜
間
⾶
⾏
や
物
件
等
との
距
離
が
30
ｍ
未
満
の
⾶
⾏
等
を
⾏
う場

合
に
は
、航

空
法
第
13
2条

の
２
の
規
定
に

基
づ
き
、航

空
機
の
航
⾏
の
安
全
並
び
に
地
上
及
び
⽔
上
の
⼈
及
び
物
件
の
安
全
を
損
な
うお
それ

が
な
い
こと
に
つ

い
て
、国

⼟
交
通
⼤
⾂
の
承
認
を
受
け
る
必
要
が
あ
り、
航
空
局
で
は
機
体
、操

縦
者
、運

航
管
理
体
制
に
つ
い
て

安
全
を
確
認
した
うえ
で
承
認
を
⾏
って
い
る
。

○
⼀
⽅
で
、御

指
摘
の
「観
光
客
や
観
光
資
産
に
対
して
著
しく
影
響
を
及
ぼ
す
こと
が
明
⽩
で
あ
る
悪
質
な
⾶
⾏
」の

よ
うな
、安

全
に
影
響
を
及
ぼ
す
⾶
⾏
が
認
め
られ
る
場
合
に
は
、承

認
の
取
消
し等

の
措
置
を
講
ず
る
こと
に
な
る
た

め
、こ
の
よ
うな
⾶
⾏
の
事
実
を
把
握
され
た
場
合
に
は
、航

空
局
に
情
報
提
供
い
た
だ
き
た
い
。

○
な
お
、市

町
村
が
管
理
す
る
公
園
等
に
お
い
て
条
例
等
に
基
づ
き
無
⼈
航
空
機
の
⾶
⾏
を
制
限
す
る
こと
や
、「
観
光

客
や
観
光
資
産
に
対
して
著
しく
影
響
を
及
ぼ
す
こと
が
明
⽩
で
あ
る
悪
質
な
⾶
⾏
」が
認
め
られ
る
場
合
に
、⾏

政
指
導
に
よ
り⾶

⾏
⽅
法
に
関
す
る
注
意
を
⾏
うこ
とや
⾶
⾏
の
中
⽌
を
求
め
る
こと
は
、航

空
法
との
関
係
に
お
い
て
妨

げ
られ
る
も
の
で
は
な
い
。（

現
に
多
くの
⾃
治
体
に
お
い
て
条
例
等
に
よ
り⾶

⾏
を
制
限
（
次
⾴
を
参
照
）
）
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（
参
考
）
条
例
に
よ
る
規
制
等
の
例

⾃
治
体

三
重
県

佐
賀
県

奈
良
県

兵
庫
県

⿃
取
県

名
称

伊
勢
志
摩
サ
ミッ
ト開

催
時

の
対
象
地
域
及
び
対
象
施

設
周
辺
地
域
の
上
空
に
お
け

る
⼩
型
無
⼈
機
の
⾶
⾏
の

禁
⽌
に
関
す
る
条
例

佐
賀
県
⽴
都
市
公

園
条
例

奈
良
県
⽴
都
市
公

園
条
例

姫
路
公
園
に
お
け
る

無
⼈
航
空
機
の
⾶

⾏
に
係
る
届
出
に
関

す
る
要
綱

⿃
取
砂
丘
で
の
砂
丘

ス
ポ
ー
ツ等

の
実
施

に
関
す
る
ガ
イド
ライ

ン

⽬
的

伊
勢
志
摩
サ
ミッ
トの

安
全
対
策

都
市
公
園
の
管
理

都
市
公
園
の
管
理

利
⽤
者
の
安
全
確

保
と姫

路
城
の
保
全

観
光
客
の
安
全
対

策

概
要

伊
勢
志
摩
サ
ミッ
ト

会
場
周
辺
に
お
い
て
、

ドロ
ー
ンの
⾶
⾏
を
禁

⽌
。

（
期
間
限
定
）

都
市
公
園
に
お
い
て
、

他
⼈
に
迷
惑
若
しく

は
危
害
を
及
ぼ
し、

⼜
は
その
お
それ

が
あ

る
⾏
為
とし
て
、ド

ロー
ンの
⾶
⾏
を
禁

⽌
。

都
市
公
園
に
お
い
て
、

ドロ
ー
ンを
⾶
⾏
させ

よ
うと
す
る
者
は
、あ

らか
じめ
、そ
の
旨
を

知
事
に
届
け
出
な
け

れ
ば
な
らな
い
。

姫
路
公
園
に
お
い
て
、

ドロ
ー
ンを
⾶
⾏
させ

よ
うと
す
る
者
は
、あ

らか
じめ
、そ
の
旨
を

市
⻑
に
届
け
出
な
け

れ
ば
な
らな
い
。

⿃
取
砂
丘
に
お
い
て
、

ドロ
ー
ンを
⾶
⾏
させ

る
場
合
の
留
意
事
項

を
規
定
。

罰
則

1年
以
下
の
懲
役
⼜

は
50
万
円
以
下
の

罰
⾦

－
－

－
－

そ
の
他

－
北
海
道
、茨

城
県
、栃

⽊
県
、千

葉
県
、富

⼭
県
、⼭

梨
県
、⻑

野
県
、岐

⾩
県
、愛

知
県
、⼤

阪
府
、和

歌
⼭
県
、⿃

取
県
、島

根
県
等
で
も
同
様
の
条
例
あ
り

出
雲
⼤
社
等
の
神
社

仏
閣
で
は
、⾃

主
的
に

⽂
化
財
へ
の
被
害
防
⽌

や
観
光
客
の
安
全
確
保

の
た
め
、ド
ロー
ンの
⾶

⾏
を
禁
⽌
して
い
る
。

－

5
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※
幼

保
連

携
型

に
つ
い
て
は

、
認

可
・
指

導
監

督
の

一
本

化
、

学
校
及
び
児
童
福
祉
施
設
と
し
て
の
法
的
位
置
づ
け
を

与
え
る
等
、
制
度
改
善
を
実
施

保
育

所
０
～

５
歳

認
定

こ
ど
も
園

０
～

５
歳

幼
稚
園
型

保
育
所
型

地
方
裁
量
型

小
規
模
保
育
、
家
庭
的
保
育
、
居
宅
訪
問
型
保
育
、
事
業
所
内
保
育

認
定

こ
ど
も
園

・
幼

稚
園

・
保

育
所

・
小

規
模

保
育

な
ど

共
通

の
財

政
支

援

施
設

型
給

付

地
域

型
保

育
給

付

幼
稚

園
３
～

５
歳

・
利
用
者
支
援
事
業

・地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業

・
一
時
預
か
り
事
業

・乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業

・養
育
支
援
訪
問
事
業
等

・子
育
て
短
期
支
援
事
業

・子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業

（
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン

タ
ー
事
業
）

・
延
長
保
育
事
業

・
病
児
保
育
事
業

・
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

・
妊
婦
健
診

・実
費
徴
収
に
係
る
補
足
給
付

を
行
う
事
業

・多
様
な
事
業
者
の
参
入
促

進
・
能
力
活
用
事
業

地
域

の
実

情
に
応

じ
た

子
育

て
支

援

地
域
子
ど
も
・子

育
て
支
援
事
業

仕
事

と
子

育
て
の

両
立

支
援

・
企

業
主

導
型

保
育

事
業

⇒
事

業
所

内
保

育
を
主

軸
と
し
た
企

業
主
導
型
の
多
様
な
就
労
形
態
に

対
応

し
た
保

育
サ

ー
ビ
ス
の

拡
大

を
支

援
（
整

備
費

、
運

営
費

の
助

成
）

・
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
等
利
用
者

支
援
事
業

⇒
残
業
や
夜
勤
等
の
多
様
な
働
き

方
を
し
て
い
る
労
働
者
等
が
、
低

廉
な
価
格
で
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
派
遣

サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
よ
う
支
援

仕
事
・子

育
て
両
立
支
援
事
業

⼦
ど
も
・
⼦
育
て
⽀
援
新
制
度
の
概
要

市
町

村
主

体
国

主
体

幼
保
連
携
型

※
私
立
保
育
所
に
つ
い
て
は
、
児
童
福
祉
法
第

24
条
に
よ
り
市
町
村
が

保
育
の
実
施
義
務
を
担
う
こ
と
に
基
づ
く措

置
と
し
て
、
委
託
費
を
支
弁

1

通
番

４
ー
③

支
給

認
定

の
見

直
し

16
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○
子
ど
も
･子

育
て
支
援
法
で
は
、
教
育
・保

育
を
利
用
す
る
子
ど
も
に
つ
い
て
３
つ
の
認
定
区
分
が
設
け
ら
れ
、
こ
れ
に
従
っ
て
施
設

型
給
付
等
が

行
わ
れ
る
。

認
定
区
分

給
付
の
内
容

利
用
定
員
を
設
定
し
、

給
付
を
受
け
る
こ
と
と

な
る
施
設
・
事
業

満
３
歳
以
上
の
小
学
校
就
学
前
の
子
ど
も
で
あ
っ
て
、
２
号
認
定
子
ど

も
以
外
の
も
の
（
１
号
認
定
子
ど
も
）

（
第
１
９
条
第
１
項
第
１
号
）

教
育
標
準
時
間

（
※
）

幼
稚
園

認
定
こ
ど
も
園

満
３
歳
以
上
の
小
学
校
就
学
前
の
子
ど
も
で
あ
っ
て
、
保
護
者
の
労
働

又
は
疾
病
そ
の
他
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
由
に
よ
り
家
庭
に
お
い

て
必
要
な
保
育
を
受
け
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
も
の
（
２
号
認
定
子
ど

も
）

（
第
１
９
条
第
１
項
第
２
号
）

保
育
短
時
間

保
育
標
準
時
間

保
育
所

認
定
こ
ど
も
園

満
３
歳
未
満
の
小
学
校
就
学
前
の
子
ど
も
で
あ
っ
て
、
保
護
者
の
労
働

又
は
疾
病
そ
の
他
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
由
に
よ
り
家
庭
に
お
い

て
必
要
な
保
育
を
受
け
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
も
の
（
３
号
認
定
子
ど

も
）

（
第
１
９
条
第
１
項
第
３
号
）

保
育
短
時
間

保
育
標
準
時
間

保
育
所

認
定
こ
ど
も
園

小
規
模
保
育
等

（
※

）
教

育
標

準
時

間
外

の
利

用
に
つ
い
て
は

、
一

時
預

か
り
事

業
（
幼

稚
園

型
）
等

の
対

象
と
な
る
。

2
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3

参
照

条
文

○
学

校
教

育
法

（
昭

和
２

２
年

法
律

第
２

６
号

）
第

２
６

条
幼

稚
園

に
入

園
す

る
こ

と
の

で
き

る
者

は
、

満
３

歳
か

ら
、

小
学

校
就

学
の

始
期

に
達

す
る

ま
で

の
幼

児
と

す
る

。

・
学

校
教

育
が

満
３

歳
以

上
と

な
っ

て
い

る
こ

ろ
か

ら
、

満
３

歳
の

時
点

で
教

育
・

保
育

の
必

要
性

を
判

断
す

る
必

要
あ

り
。

保
育
の
必
要
性
な
し

保
育
の
必
要
性
あ
り

満
３
歳
以
上

１
号
認
定
子
ど
も
（
教
育
）

２
号
認
定
子
ど
も
（
教
育
＋
保
育
）

満
３
歳
未
満

―
３
号
認
定
子
ど
も
（
保
育
）
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0
～

2
歳

３
～

５
歳

３
～

５
歳

0
～

2
歳

仕
事
や
介
護
な
ど
で
子
ど

も
を
み

ら
れ

な
い
日

が
多

い

ふ
だ
ん
家
に
い
て
一
緒
に

す
ご
す
日
が
多
い

●
保

育
所

●
認

定
こ

ど
も

園
●

小
規

模
保

育
●

家
庭

的
保

育
な

ど

●
保

育
所

●
認

定
こ

ど
も

園
な

ど

●
一

時
預

か
り

※
●

地
域

子
育

て
支

援
拠

点
※

な
ど

※
3
歳

以
上

も
利

用
可

能
で

す

●
幼

稚
園

●
認

定
こ

ど
も

園
な

ど

各
年

齢
・
家

庭
環

境
に
応

じ
た
子

育
て
支

援

４
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自
治

体
向

け
よ
く
あ
る
質

問
（
F
A
Q
）
に
よ
る
対

応

質
問

：
職

権
で

３
号

か
ら

２
号

に
支

給
認

定
の

変
更

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
と

さ
れ

て
い

ま
す

が
、

そ
も

そ
も

３
号

認
定

を
行

う
際

に
、

３
号

と
２

号
を

ま
と

め
て

申
請

・
認

定
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

の
で

し
ょ

う
か

。

答
え

：
各

市
町

村
が

地
域

の
実

情
等

を
踏

ま
え

て
、

実
質

的
な

弊
害

が
な

い
よ

う
配

慮
し

た
上

で
、

そ
れ

ぞ
れ

の
支

給
認

定
の

有
効

期
間

を
明

示
す

る
こ

と
に

よ
り

、
３

号
と

２
号

を
ま

と
め

て
申

請
・

認
定

す
る

運
用

も
可

能
で

す
。

５

※
H
2
7
.1

1
F
A
Q

更
新

時
に

追
加
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学校給食費の徴収管理について

◯学校給食の実施に要する経費については、学校給食法第１１条に基づき、施設整備費及

び人件費は設置者の負担、食材費（以下「学校給食費」という。）は保護者の負担とさ

れている。

（参考）学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）

（経費の負担）

第１１条 学校給食の実施に必要な施設及び設備に要する経費並びに学校給食の運営に要する経

費のうち政令で定めるものは、義務教育諸学校の設置者の負担とする。

２ 前項に規定する経費以外の学校給食に要する経費（以下「学校給食費」という。）は、学校給

食を受ける児童又は生徒の学校教育法第 16条に規定する保護者の負担とする。

◯ただし、同条は、学校の設置者と保護者の間の負担区分を定めているものであって、保

護者に対して公法上の負担義務を課したものではないと解されているため、保護者に対

して学校給食費の支払を求める権利は、私債権である。

◯このような私債権である学校給食費を自力執行が可能な債権とするためには、学校給食

費を公債権と位置付け、保護者に対して公法上の負担義務を課し、当該公債権が強制徴

収可能である旨法律で規定する必要がある（学校給食法の改正）。

◯一方、学校給食費を公債権と位置付けることになると、学校給食費の会計処理は公会計

であることが前提となるが、現在、約半数以上の自治体が学校給食費を私会計処理して

いる現状がある。

（参考）学校給食費の会計業務の状況（平成２８年度文部科学省調べ）

・私会計 ９８３自治体（５７％）

・公会計化 ６８５自治体（４０％）

・一部学校にて公会計化 ６１自治体（ ３％）

○提案自治体の中には、「私会計の取り扱いであるため、強制徴収ができるよう包括的な

制度の見直しについては、慎重な対応が必要」という意見もある。

重点番号11－①：学校給食費の徴収に関する見直し（文部科学省）
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制
度
の
目
的

○
家
庭
等
の
生
活
の
安
定
に
寄
与
す
る

○
次
代
の
社
会
を
担
う
児
童
の
健
や
か
な
成
長
に
資
す
る

支
給
対
象

○
中
学
校
修
了
ま
で
の
国
内
に
住
所
を
有
す
る
児
童

(1
5歳
に
到
達
後
の
最
初
の
年
度
末
ま
で

)
受
給
資
格
者

○
監
護
生
計
要
件
を
満
た
す
父
母
等

○
児
童
が
施
設
に
入
所
し
て
い
る
場
合
は
施
設
の
設
置
者
等

手
当
月
額

○
0～

3歳
未
満

一
律

15
,0

00
円

○
3歳
～
小
学
校
修
了
ま
で

・
第

1子
、
第

2子
:1

0,
00

0円
（
第

3子
以
降

:1
5,

00
0円
）

○
中
学
生

一
律

10
00

0円
○
所
得
制
限
以
上
一
律

5,
00

0円
（
当
分
の
間
の
特
例
給
付
）

実
施
主
体

○
市
区
町
村

(法
定
受
託
事
務

)
※
公
務
員
は
所
属
庁
で
実
施

支
払
期
月

○
毎
年

2月
、

6月
及
び

10
月

(各
前
月
ま
で
の
分
を
支
払

)

所
得
制
限

(夫
婦
と
児
童

2人
)
○
所
得
限
度
額
（
年
収
ベ
ー
ス
）

・
96

0万
円
未
満

費
用
負
担

○
児
童
手
当
等
の
財
源
に
つ
い
て
は
、
国
、
地
方

(都
道
府
県
、
市
区
町
村

)、
事
業
主
拠
出
金
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。

事
業
主
拠
出
金
の
額
は
、
標
準
報
酬
月
額
及
び
標
準
賞
与
額
を
基
準
と
し
て
、
拠
出
金
率
（

2.
3/

10
00
）
を
乗
じ
て
得
た
額
。

財
源
内
訳

(2
9年
度
予
算

)

［
給
付
総
額
］

2
兆
1
,9
8
5
億
円

（
内
訳
）
国
負
担
分

：
１
兆
2
,1
7
5
億
円
（
１
兆
2
,3
2
0
億
円
）

（
2
兆
2
,2
1
6
億
円
）

地
方
負
担
分
：

6
,0
8
7
億
円
（

6
,1
6
0
億
円
）

事
業
主
負
担
分
：

1
,8
3
2
億
円
（

1
,8
3
5
億
円
）

公
務
員
分

：
1
,8
9
1
億
円
（

1
,9
0
2
億
円
）

そ
の
他

○
保
育
料
は
手
当
か
ら
直
接
徴
収
が
可
能
、
学
校
給
食
費
等
は
本
人
の
同
意
に
よ
り
手
当
か
ら
納
付
す
る
こ
と
が
可
能

（
い
ず
れ
も
市
町
村
が
実
施
す
る
か
を
判
断
）

事
業
主

7/
15

地
方

8/
45

所
属
庁

10
/1

0

所
属
庁

10
/1

0

児
童
手
当

特
例
給
付

国
16

/4
5

0歳
～

3歳
未
満

3歳
～

中
学
校
修
了
前

公
務
員

児
童
手
当

特
例
給
付

被
用
者

地
方

1/
3

国 2/
3

国
2/

3
地
方

1/
3

非
被
用
者

国
2/

3
地
方

1/
3

地
方

1/
3

国 2/
3

国
2/

3
地
方

1/
3

地
方

1/
3

国 2/
3

児
童
手
当
制
度
の
概
要

●
児
童
手
当
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
2
4
年
法
律
第
2
4
号
）
附
則

（
検
討
）
第
２
条
政
府
は
、
速
や
か
に
、
子
育
て
支
援
に
係
る
財
政
上
又
は
税
制
上
の
措
置
等
に
つ
い
て
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
児
童
手
当
法
に
規
定
す
る
児
童
手
当
の
支
給
並
び
に
所
得
税
並
び
に
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
係
る

扶
養
控
除
の
廃
止
に
よ
る
影
響
を
踏
ま
え
つ
つ
、
そ
の
在
り
方
を
含
め
検
討
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

２
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
児
童
手
当
法
附
則
第
二
条
第
一
項
の
給
付
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
前
項
の
結
果
に
基
づ
き
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（
所
得
制
限
以
上
）

（
所
得
制
限
以
上
）

地
方

1/
3

国
2/

3

※
（
）
内
は
2
8
年
度
予
算
額
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